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１ 制度改正について（今回はありません） 

２ 介護報酬について 

2-1 介護報酬全般 

2-1-1 【総合事業】他市町村所在の本市指定事業者に対する単価の取り扱い（今

回は省略します） 

2-1-2 日割請求における起算日（今回は省略します） 
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2-2 加算・減算 

2-2-1 各種加算の提出期限  
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2-2-2 介護報酬の調べ方（加算含む） 

・『介護報酬の解釈 １単位数表編』 （ 通称：青本 ） 

例）初回加算【居宅介護支援】 

 

 

 

 

 

 

ロ 初回加算       300 単位 

 注 指定居宅介護支援事業所において、新規に居宅サービス

計画を作成する利用者に対して、指定居宅介護支援を行

った場合その他の別に厚生労働大臣が定める基準に適合

する場合は、1月につき所定単位数を加算する。ただし、イ

の注２に規定する別に厚生労働大臣が定める基準に該当

する場合は、当該加算は、算定しない。 

 

 

 

【厚生労働大臣が定める基準に適合す

る場合】→利用者等告示・五十六 

次のいずれかに該当している場合 

イ  新規に居宅サービス計画を作成す

る利用者に対し指定居宅介護支援を

行った場合 

ロ  要介護状態区分が２区分以上変

更された利用者に対し指定居宅介護

支援を行った場合 

【厚生労働大臣が定める基準】 

→７０２頁 

◇初回加算について [老企第 36 号 第 3 の 9] 

  初回加算は、具体的には次のような場合に算定される。 

  ① 新規に居宅サービス計画を作成する場合 

  ② 要支援者が要介護認定を受けた場合に居宅サービス計画を作成する場合 

  ③ 要介護状態区分が２区分以上変更された場合に居宅サービス計画を作成する場合 

 

 

 

 

 

 

  

①：本の本文に相当する部分。 

②：この文章は、国が定めたもの。（通称：単位数表告示） 

正式名参照先：サービスの最初のページ（通則） 

③：介護保険法の委任に基づくもの。法的拘束力あり 

「介護保険法第 46条第 2項及び第 58 条第 2項の規定に基づき～」 

④：国が定めた委任先を記載。 

正式名は凡例（青本 p.3）参照 

⑤：法的拘束力あり 

⑥：単位数表告示の実施に当たって、国が定めた留意事項通知。正式名は目次（p.4）参照 

⑦：この通知自体に法的拘束力はありません（※）が、立法者の留意事項であることを踏まえ、 

流山市は、留意事項通知の内容も具備することによって単位数表告示を満たしていると判断します。 

※国から地方公共団体への技術的助言（地方自治法第 245 条の 4第 1項） 

⑧：この場合、左上と右上を平易にまとめていますが、 

留意事項通知で初めて登場する手続きや要件もあるので注意してください。 

⑨：次ページの緑本で初めて示される事項もあるので、よく確認してください。 

満たさないと介護報酬算定不可 

→報酬返還の対象 
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個別サービスに関連する告示・通知等 

〈訪問介護〉 

●訪問介護におけるサービス行為ごとの区分等について 

 (12.3.17老計第10号)【30.3.30老振発0330第2号】

／157 

△適切な訪問介護サービス等の提供について(21.7.24

振興課)／160 

●「通院等のための乗車又は降車の介助が中心である

場合」及び「身体介護が中心である場合」の適用関係

等について（15.5.8老振発第0508001号・老老発第

0508001号）／161 

△訪問介護における院内介助の取扱いについて(22.4.28

振興課) ／163 

△いわゆる 「住み込み」 により同一介護者が「訪問介

護」 と 「家政婦」 サービスを行う場合の介護報酬上

の取扱いについて（17.9.14老人保健課）／164 

△同居家族等がいる場合における訪問介護サービス及

び介護予防訪問介護サービスの生活援助等の取扱い

について（19.12.20振興課）／165 

△同居家族等がいる場合における訪問介護サービス等の

生活援助等の取扱いについて(20.8.25振興課）／166 

●同居家族等がいる場合における訪問介護サービス等

の生活援助の取扱いについて（21.12.25老振発1224

第1号／167 

〈特定施設入居者生活介護〉 

〇厚生労働大臣が定める外部サービス利用型特定施設入

居者生活介護費及び外部サービス利用型介護予防特定

施設入居者生活介護費に係るサービスの種類及び当該

サービスの単位数並びに限度単位数（18.3.28厚生労働

省告示第165号）【30.3.22厚生労働省告示第78号】／

449 

〈福祉用具貸与〉 

●福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与の基準につい

て【30.3.22老高発0322第1号】／457 

△末期がん等の方への福祉用具貸与の取扱等について

（22.10.25振興課・老人保健課）／463 

〇厚生労働大臣が定める福祉用具貸与及び介護予防福

祉用具貸与に係る福祉用具の種目（11.3.31厚生省告示

第93号）【30.3.30厚生労働省告示第180号】／465 

●介護保険の給付対象となる福祉用具及び住宅改修の取

扱いについて（12.1.31老企第34号）／465 

●「厚生労働大臣が定める特定福祉用具販売に係る特定

福祉用具の種目及び厚生労働大臣が定める特定介護予

防福祉用具販売に係る特定介護予防福祉用具の種目」

及び「介護保険の給付対象となる福祉用具及び住宅改

修の取扱いについて」の改正等に伴う実施上の留意事項

について（21.4.10老振発第0410001号）／465 

参考 福祉用具サービス計画書の様式例／471 

  

① ：個別サービスに関連する告示・通知等も掲載されています。 

②：例えば「身体介護」「生活援助」 
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『介護報酬の解釈 ３ QA・法令編』（通称：緑本） 

例）訪問介護の場合の目次の見方 

 

 

 

 

介護報酬 Q&A・・・・・・・・・・・・１１ 

Ⅰ 全サービス 

 全サービス共通【01】・・・・・・１２ 

 訪問系サービス共通【05】・・３２ 

 通所系サービス共通【06】・・３４ 

 

Ⅱ 居宅サービス 

１ 居宅サービス共通【02】・・３８ 

<訪問系サービス> 

２ 訪問介護【11】・・・・・・・・・４２ 

・ 

・ 

・ 

指定基準 Q&A・・・・・・・・・・・317 

Ⅰ 全サービス 

 全サービス共通【01】・・・・・318 

 訪問系サービス共通【05】・なし 

 通所系サービス共通【06】・330 

 

Ⅱ 居宅サービス 

１ 居宅サービス共通【02】・・331 

<訪問系サービス> 

２ 訪問介護【11】・・・・・・・・336 

・ 

・ 

・ 

平成 30 年度報酬改定 Q&A・・517  

Vol.1(平成 30 年 3月 23日) 

①全サービス共通・・・・・・・・・518 

②訪問系サービス 

訪問系サービス関係共通事項・・518  

訪問介護、定期巡回・随時対応

型訪問介護、小規模多機能型居

宅介護関係 

共通事項・・・・・・・・・・・・・・・・518 

・ 

・ 

Vol.4（平成 30年 5月 29日） 

①訪問介護、定期巡回・随時対

応型訪問介護、小規模多機能型

居宅介護関係 

共通事項・・・・・・・・・・・・・・・・575 

 

  

介護報酬（青本）に係るもの 

自サービス以外に、共通に掲
載されていることもあります 

指定基準（赤本）に係るもの 

自サービス以外に、共通に掲
載されていることもあります 

最近発出されたもの 

介護報酬、指定基準両方あり 

Vol.○のどれかに掲載されて
いることもあります。 
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2-2-3 加算算定の届出様式について 

①︓基本は青本、緑本で調べてください。 
②︓届出が必要な一部の加算は、ホームページの様式に加算の要件（通知、Q&Aも網羅）、添付書
類を明示しています。 
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2-2-4 【居宅介護支援】 運営基準減算 

① 運営基準減算として、所定単位数の 50％で算定する。 
② 運営基準減算が２か月以上継続している場合は、所定単位数は算定できない。 
（2か月目から報酬ゼロ） 

 規定条文 内  容（抜粋） 

１ 第４条第２項 ・あらかじめ、以下の説明をし、文書を交付していない場合、減算。 
１︓利用者は複数のサービス事業者等を紹介するよう求めることができるこ
と。 
２︓ケアプラン原案に位置付けた指定居宅サービス事業者等の選定理由の説
明を求めることが可能であること。 
→記載先は重要事項説明書をおすすめします。 
⇒ 契約月から当該状態が解消された月の前月まで減算。 

２ 第 13条 
第７,9,10,11
号 

・ケアプランの新規作成及び変更の際、以下の場合、減算。 
１︓アセスメントするに当たって、居宅を訪問し、利用者・家族に面接して
いない場合。 

２︓サービス担当者会議等を開催していない場合。 
３︓ケアプラン原案を利用者（家族）に説明し、文書により利用者の同意を
得て、利用者及び担当者に交付していない場合。 

→支援経過に記載をおすすめします。 
⇒ 当該月（当該ケアプランに係る月）から当該状態が解消された月の前月
まで減算。 

３ 第 13条 
第 15号 

次の場合で、介護支援専門員がサービス担当者会議等を行っていないとき。 
① ケアプランを新規に作成した場合 
② 要介護認定を受けている利用者が要介護更新認定を受けた場合 
③ 要介護認定を受けている利用者が要介護状態区分の変更の認定を受けた
場合 
⇒ 当該月から当該状態が解消された月の前月まで減算。 

４ 第 13条 
第 14号 

・モニタリングにあたっては、特段の事情のない限り、以下の場合、減算。 
①少なくとも１月に１回、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接すること。 
②少なくとも１月に１回、モニタリングの結果を記録すること。 
※特段の事情︓利用者の事情によるものであり、介護支援専門員に起因する
事情は含まれない。該当する場合は具体的な内容を記載しておくことが必
要。 
⇒ モニタリングの結果を記録していない状態が１月以上継続する場合、当
該月から当該状態が解消された月の前月まで減算 

 第 13 条 
第 16号 

モニタリングの結果によるケアプランの変更の際に、上記規定を行っていな
い場合、減算。 
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３ 指定、指定基準等について 

3-1 変更・廃止・休止・再開の届出について  
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変更届に係る必要書類一覧表

A B C D E F G H I J K L M N O P
変
更
届
出
書

付
表
運
営
規
程

平
面
図

写
真

（
カ
ラ
ー

）

設
備
・
備
品
等
に
係
る
一
覧
表

法
人
登
記
事
項
証
明
書

（
写

）

誓
約
書

経
歴
書

勤
務
表

資
格
証

（
写

）

協
定
書
又
は
契
約
書

（
写

）

連
携
及
び
支
援
体
制
の
概
要

体
制
等
届
出
書

体
制
等
状
況
一
覧
表

加
算
の
種
類
別
に
求
め
る
書
類

1 ○ ○ ○

2 ○ ○ ○ ○ ○ ○

3 ○ ○

4 ○ ○

5 ○ ○ ○

9 ○ ○ ○ △

12 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

13 ○

14 ○ ○ ○ ○

○

○ ○ ○

△ △

必要書類

○ ○

○

介護支援専門員の氏名及びその登録番号

事業所が病院若しくは診療所又はその他の事業所のいずれかの
別

その他の事項

本体施設、本体施設との移動経路等

事業所・施設の名称

登録事項証明書又は条例等
（当該事業に関するものに限る。）

事業所・施設の建物の構造、専用区画等（事業所の平面図及び
設備の概要）

主たる事務所の所在地

申請者・開設者の名称

運営規程

6

7

10

11

併設施設の状況等

協力医療機関（病院）・協力歯科医療機関の名称及び診療科名
等

介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、病院等と
の連携・支援体制

8 事業所・施設の管理者の氏名、生年月日、住所

15

代表者の氏名、生年月日、住所及び職名

変更事由№

事業所・施設の所在地

○

○

○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○

○

○

16
　（連携する訪問看護事業所の名称及び所在地の変更）
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3-2 業務管理体制の整備に係る届出について（今回は省略します） 

3-3 人員、設備及び運営に関する基準等について 

3-3-1 基準の調べ方 

・『介護報酬の解釈 ２指定基準編』（通称：赤本） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   提供拒否の禁止 （☆基準第 37 条）  ◇   

第 3 条の８ 指定地域密着型通所介護事業者は、 

正当な理由なく指定地域密着型通所介護の提 

供を拒んではならない。 

 

（２）提供拒否の禁止 ☆一 

 基準第 3条の８は、指定地域密着型通所介護者

は、原則として、利用申込に対しては応じなければな

らないことを規定したものであり、特に、要介護度や

所得の多寡を理由にサービスの提供を拒否すること

を禁止するものである。提供を拒むことのできる正当

な理由がある場合とは、①当該事業所の現員から

は利用申込に応じきれない場合、②利用申込者の

居住地が当該事業所の通常の実施地域外である

場合、その他利用申込者に対し自ら適切な指定地

域密着型通所介護を提供することが困難な場合で

ある。 

 

 

 

 

 

 

3-3-2 流山市の独自基準について 

  

①：左段は、本文に相当する部分。 

②：この文章は、国が定めたもの。（通称：基準省令） 

正式名参照先：サービスの最初のページ 

③：◇、☆、下線などの凡例も、サービスの最初のページを参照。 

④：法的拘束力あり。「○○に定めるもののほか、基準省令の定めるところによる。」 

（「流山市指定地域密着型サービスに係る事業者の指定に関する基準並びに事業の人員、設備及び 

運営に関する基準を定める条例」第 36条） 

（地域密着型介護予防サービスも別の条例[第 16条]で規定） 

（居宅介護支援・介護予防支援もそれぞれ別の条例[第 6条]で規定） 

⑤：基準の趣旨及び内容を記載した国の解釈通知。正式名はサービスの最初のページ参照。 

⑥：この通知自体に法的拘束力はありません（※）が、立法者の解釈であることを踏まえ、 

流山市は、解釈通知の内容も具備することによって基準省令を満たしていると判断します。 

※国から地方公共団体への技術的助言（地方自治法第 245 条の 4第 1項） 

⑦：基準省令の趣旨、具体例のほか解釈通知で初めて示される内容もあるので注意してください。 

⑧：『介護報酬の解釈 ３QA・法令編』（通称：緑本）で初めて示される事項もあるので、よく確認してくださ
い。 
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・その他、流山市条例（※１）で定められている事項 
※１ 流山市指定地域密着型サービスに係る事業者の指定に関する基準並びに事業の人員、設備及

び運営に関する基準を定める条例（平成 25 年条例第 8号） 
 該当する独自基準の条例条項 
 事業種別 第 7条 第 8条 第 9条 第 10 条 第 11 条 第 15 条 第 16 条 第 17 条 第 18 条 
定期巡回 ● ● ● ● ●         
夜間対応   ● ● ● ●         
地密通所         ● ● ● ● ● 
認知通所         ● ● ● ● ● 
小多機（看） ●       ● ●   ● ● 
GH ●       ● ●   ● ● 
地密特定施設         ● ● ● ● ● 
地密特養         ● ● ● ●   

          
  条文の概要 
第 7条 
(評価の結果の報告) 

事業者は、その提供するサービスの質を改善するために、外部の者による評
価を受けたときは、その結果を速やかに市長に報告しなければならない。 

第 8条 
（合鍵の管理） 

事業者は、そのサービスの提供に当たり利用者から合鍵を預かる場合は、当
該サービスを提供する事業所の管理者を当該合鍵の管理責任者として定め、
その使用状況の把握、保管その他の合鍵の管理に関する業務に当たらせなけ
ればならない。 

第 9条 
(非常災害対策) 

事業者は、非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への
通報及び連絡体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知するとともに、
定期的に必要な訓練又は研修の機会を設けるよう努めなければならない。 

第 10条 
（衛生管理） 事業者は、従業者に対する衛生教育の徹底を図らなければならない。 

第 11条 
（秘密保持） 

事業所の従業者は、当該事業所の従業者でなくなった後においても、正当な
理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしてはな
らない。 

第 15条 
(非常災害設備） 

事業所は、利用者を火災、地震等の災害から保護するとともに、被害を軽減
させるために必要な設備を整備しなければならない。 

第 16条 
(非常災害対策) 

事業者は、非常災害への対策として避難、搬出その他必要な訓練の実施に当
たっては、当該訓練に地域の住民の参加が得られるよう連携に努めなければ
ならない。 

第 17条 
（食事） 

事業者は、利用者に食事を提供する場合は、栄養並びに利用者の心身の状況
及び嗜好を考慮した食事を適切な時間に提供しなければならない。 
２ 事業者は、利用者に提供する食事に関し、食材料の地産地消に努めるも
のとする。 

第 18 条 
（衛生管理） 

事業者は、事業所において感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないよ
うに、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針を整備し、こ
れを当該事業所の従業者に周知徹底すること等必要な措置を講ずるよう努め
なければならない。 
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・（総合事業）その他、流山市要綱(※２)で定められている事項（以下、要綱抜粋） 
※２ 流山市第一号事業の人員、設備及び運営並びに介護予防のための効果的な支援の方法に

関する基準を定める要綱 
介護予防訪問介護相当サービス 

第 7条 
(合鍵の管理) 

サービスの提供に当たり利用者から合鍵を預かる場合は、当該サービスを提供する事業
所の管理者を当該合鍵の管理責任者として定め、その使用状況の把握、保管その他の合
鍵の管理に関する業務に当たらせなければならない。 

第 8条 
(非常災害対策) 

事業者は、非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連
絡体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知するとともに、定期的に必要な訓練又
は研修の機会を設けるよう努めなければならない。 

第 9条 
(衛生管理) 事業者は、訪問介護員等に対する衛生教育の徹底を図らなければならない。 
第 10 条 
(サービス提供責
任者の責務) 

サービス提供責任者は、地域包括支援センター等に対し、サービスの提供に当たり把握
した利用者の服薬状況、口腔機能その他の利用者の心身の状態及び生活の状況に係る必
要な情報の提供を行うこと。 

第 11 条 
(不当な働きかけ
の禁止) 

事業者は、介護予防サービス計画の作成又は変更に関し、指定介護予防支援事業所の担
当職員若しくは地域包括支援センターの介護予防ケアマネジメント実施者又は居宅要支
援被保険者等に対して、利用者に必要のないサービスを位置付けるよう求めることその
他の不当な働きかけを行ってはならない。   

訪問型サービスA 

第 13条 
(基本方針) 

指定訪問型サービス A事業者は、居宅要支援被保険者等のニーズに応じて明確な目標を
定めて、自立支援に資するサービスを提供することにより、他の第一号事業や一般介護
予防事業への移行を図るよう努めなければならない。 

第 14 条 
(訪問介護従業者
の員数) 

事業所ごとに置くべき訪問介護従業者の員数は、訪問型サービス Aを適切に提供するた
めに必要な員数とする。 
2 事業者は、事業所ごとに、訪問介護従業者のうち、利用者の数に応じ、必要な数の
者をサービス A提供責任者としなければならない。 
3 前項の利用者の数は、前 3月の平均値とする。ただし、新規に指定を受ける場合
は、推定数による。 
4 指定訪問型サービスA事業者が指定訪問介護事業者又は指定介護予防訪問介護相当
サービス事業者の指定を併せて受け、かつ、指定訪問型サービス Aの事業と指定訪問介
護又は指定介護予防訪問介護相当サービスの事業とが同一の事業所において一体的に運
営されている場合については、指定居宅サービス等基準第 5条第 1項から第 5項まで又
は第 12条において例によるとされている人員に関する基準を満たすことをもって、第
1項から前項までに規定する基準を満たしているものとみなすことができる。   

介護予防通所介護相当サービス 
第 18条 
(非常災害設備) 

事業所は、利用者を火災、地震等の災害から保護するとともに、被害を軽減させるため
に必要な設備を整備しなければならない。 

第 19 条 
(非常災害対策) 

事業者は、非常災害への対策として避難、搬出その他必要な訓練の実施に当たっては、
当該訓練に地域の住民の参加が得られるよう連携に努めなければならない。 

第 20 条 
(食事) 

事業者は、利用者に食事を提供する場合は、栄養並びに利用者の心身の状況及び嗜好を
考慮した食事を適切な時間に提供しなければならない。 
2 事業者は、利用者に提供する食事に関し、食材料の地産地消に努めるものとする。 

第 21 条 
(衛生管理) 

事業者は、事業所において感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないように、感染
症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針を整備し、これを当該事業所の従業
者に周知徹底すること等必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

第 22 条 
(夜間及び深夜に
サービスを提供
する場合) 

夜間及び深夜に指定介護予防通所介護相当サービス以外のサービスを提供する場合に
は、当該サービスの内容を当該サービスの提供の開始前に当該指定介護予防通所介護相
当サービス事業者に係る指定を行った市町村の長に届け出るものとする。 
2 事業者は、前項の指定介護予防通所介護相当サービス以外のサービスの提供により
事故が発生した場合は、旧指定介護予防サービス等基準第 115 条の規定により準用する
同省令第 35条第 1項及び第 2項の規定に準じた必要な措置を講じなければならない。 
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3-3-3 区分経理について（今回は省略します） 

3-3-4 事故報告について（今回は省略します） 

3-3-5 災害対策について（今回は省略します） 

3-4 介護保険施設等における身元保証人等について（今回は省略します） 

3-5 近年の消防法令の改正について（今回は省略します） 
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3-6 高齢者虐待防止に向けた事業者における取り組み  
根拠法令︓高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律  

（平成 17年 11月 9日法律第 124号 平成 18年 4月 1日施行）  
 
１．高齢者虐待の定義と種類（第2条抜粋） 
（１）定義 
・「養護者」による虐待 
（養護者とは、高齢者を現に養護する者であって養介護施設従事者等以外のもの） 
・「養介護施設従事者等」による虐待 
（養介護施設従事者とは、老人福祉法及び介護保険法に規定する「養介護施設」又は「養介護
事業」の業務に従事する職員）  

（２）種類 
〇身体的虐待…暴力的行為などで身体に傷やアザ、痛みを与える行為や、外部との接触を意図的

に遮断する行為   
（例）殴る・蹴る・ベッドに縛る など 

〇心理的虐待…脅し、侮辱、無視や嫌がらせなどで、精神的、情緒的に苦痛を与えること  
（例）怒鳴る・ののしる・無視する など  

〇介護・世話…介護や生活の世話をせず、高齢者の生活環境や身体・精神状態を悪化させている
ことの放棄・放任 
（例）栄養失調・劣悪な住環境・医療を受けさせない など 

〇性的虐待 …本人との間で合意がない、あらゆる形態の性的な行為またはその強要  
〇経済的虐待…本人の合意なしに財産や金銭を使用したり、金銭の使用を理由なく制限すること  

（例）本人の自宅の無断売却・年金の無断使用 など 
 

２．養護者等に関する具体的な取組み 
（１）養護者による高齢者虐待の早期発見及び通報等 
○第５条（高齢者虐待の早期発見等）  
養介護施設、病院、保健所その他高齢者の福祉に職務上関係のある者は、高齢者虐待を発見し
やすい立場にあることを自覚し、 高齢者虐待の早期発見に努めなければならない。  
○第７条（養護者による高齢者虐待に係る通報等）  ⇒市町村への通報義務 
養護者による高齢者虐待を受けたと思われる高齢者を発見した者は、当該高齢者の生命又は身
体に重大な危険が生じている場合は、速やかに、これを市町村に通報しなければならない。  
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（２）養介護施設従事者等による高齢者虐待の防止等 
○第２１条（養介護施設従事者等による高齢者虐待に係る通報等） ⇒市町村への通報義務 
養介護施設従事者等が、その業務に従事している養介護施設等において、高齢者虐待を受けた
と思われる高齢者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報しなければならない。 

○第２４条（通報等を受けた場合の措置） 
市が養介護施設従事者等による高齢者虐待と思われる通報等を受理した場合 

⇒高齢者虐待の防止及び当該高齢者の保護を図るため、介護保険法等による権限を適切に行使し
ます。 
・協力依頼による調査（高齢者虐待防止法） 
・実地指導（介護保険法第 23条） 
・監査（立ち入り検査等）（介護保険法第76条等） 

 
（３）養介護施設事業を行うもの等による高齢者虐待の防止等 
○第２０条（養介護施設従事者等による高齢者虐待の防止等のための措置）  

    養介護施設の設置者又は養介護事業を行う者は、養介護施設従事者等の研修の実施、当該
養介護施設に入所し、その他当該養介護施設を利用し、又は当該養介護事業に係るサービス
の提供を受ける高齢者及びその家族からの苦情の処理の体制の整備その他の養介護施設従事
者等による高齢者虐待の防止のための措置を講ずるものとする。 

 
３．通報者保護に関する高齢者虐待防止法における規定 
○第２１条第６項 
刑法の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、第一項から第三項までの
規定による通報(虚偽であるもの及び過失によるものを除く。次項において同じ。)をすること
を妨げるものと解釈してはならない。 
○第２１条第７項（公益通報者保護法） 
養介護施設従事者等は、第一項から第三項までの規定による通報をしたことを理由として、
解雇その他不利益な取扱いを受けない。 
○第２３条 
当該通報又は届出を受けた市町村の職員は、その職務上知り得た事項であって当該通報又は
届出をした者を特定させるものを漏らしてはならない。（都道府県の職員についても同様。）  

 
４．身体的拘束等の適正実施︓居住系、施設系サービス 

身体的拘束等の適正化を図るため、居住系サービス（認知症対応型共同生活介護）及び施設
系サービスについては、身体的拘束等の適正化のための指針の整備や、身体的拘束等の適正化
のための定期的な研修、対策を検討する委員会の定期的な開催などが義務づけられており、義
務違反の場合は、基本報酬の減算が適用されます。  
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〈参考︓流山市ホームページの「高齢者虐待の防止」の掲載場所〉 

 
～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
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3-7【居宅介護支援】一連のケアマネジメントプロセス 
本項目の条文︓指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（平成 11年厚生省令第 38

号）および該当する解釈通知 
vol.155︓介護保険最新情報 Vol.155「平成２２年老介発 0730第 1号「介護保険制度に係る書類・事

務手続の見直し」に関するご意見への対応について」 
 

 

 

 

 

 

※１ 利用者の希望による軽微な変更を行う場合には、この必要はない（※２）ものとす
る。 
（第 13 条第 16号解釈通知） 
「軽微な変更」とは…介護支援専門員が基準第 13 条第 3号から第 12号までに掲げ

る一連の業務を行う必要性がないと判断したもの。 
(例︓次ページ※３) 

 
※２ 例えば、ケアマネジャーがサービス事業所へ周知した方が良いと判断されるよう

な場合などについて、サービス担当者会議を開催（※４）することを制限するもの
ではなく、その開催にあたっては、基準の解釈通知に定めているように、やむを得
ない理由がある場合として照会等により意見を求めることが想定されます。 

 
※４ サービス担当者会議を開催する必要がある場合には、必ずしもケアプランに関わ

るすべての事業所を招集する必要ありません。参加しない事業所については、照会
等により意見を求めることが想定されます。（Vol.155 Ⅰ-４） 

  

アセスメント

（13条6,7号）

ケアプラン原案

(13条8号)

担当者会議

（13条9号）

ケアプラン同意・交付

（13条10,11号）

モニタリング

（13条13,14）

ケアプラン変更の際は、 

アセスメントからやり直し 

(軽微な変更（※１）を除く） 
(第 13 条第 16 号） 

 

・ここで初めて有効なケアプラン 

・介護認定更新の際も、有効期間満了までにここまで手続することが基本 
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※３ 例えば、以下のような場合。（Vol.155 Ⅰ-３） 
 軽微な変更の項目 内  容 
1 サービス提供の曜日変更 利用者の体調不良や家族の都合などの

臨時的、一時的なもので、単なる曜
日、日付の変更の場合 

2 サービス提供の回数変更 同一事業所における週 1回程度のサー
ビス利用回数の増減のような場合 

3 利用者の住所変更 左記同様 
4 事業所の名称変更 単なる事業所の名称変更の場合 
5 目標期間の延長 ケアプラン上の目標設定[期間や課題]

を変更する必要がなく、単に目標設定
期間の延長を行う場合など 

6 福祉用具で同等の用具に変更するに際し、単位数の
みが異なる場合 

福祉用具の同一種目における機能の変
化を伴わない用具の変更の場合 

7 目標もサービスも変わらない（利用者の状況以外の
原因による）単なる事業所変更 

左記同様 

8 目標を達成するためだけのサービス内容が変わるだ
けの場合 

第 1表の総合的な援助の方針や第 2表
の生活全般の解決すべき課題、目標、
サービス種別等が変わらない範囲で、
目標を達成するためのサービス内容が
変わるだけの場合 

9 担当介護支援専門員の変更 契約している居宅介護支援事業所にお
ける担当介護支援専門員の変更（ただ
し、新しい担当者が利用者はじめ各サ
ービス担当者と面識を有しているこ
と）の場合 

 
 
★ケアプラン変更の際には、変更した理由を記載することをおすすめします。 
★軽微な変更の際は、軽微と判断した理由を記載することをおすすめします。  
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3-8 地域資源の情報等（居宅介護支援事業所、地域包括支援センター） 

利用者の自立支援を実現していくためには、サービス事業者や医療関係者など高齢者の支援にか
かわる様々な専門職との連携はもとより、住民による自主的な活動を含めた地域における様々な社
会資源と連携しながら効果的な支援につなげることが重要です。 
 
（１）地域資源の情報 
各地域の高齢者なんでも相談室（地域包括支援センター）では、地域にある集いの場や支援につい

ての情報を集め資源マップを作成しています。 
ケアプランにおいて、自立支援に資するよう、心身機能の改善だけではなく、地域の中で生きがい

や役割を持って生活できるような居場所に通い続けるなど、「心身機能」「活動」「参加」にバランス
よくアプローチするために必要に応じて、高齢者なんでも相談室へお問い合わせください。 
 
（２）高齢者向け保健・福祉サービス一覧 
 市役所高齢者支援課・介護支援課窓口や流山市ホームページ（下図）に掲載しています。 

 

 
お問い合わせ 

流山市役所健康福祉部 
    介護支援課  電話番号 04-7150-6531 
    高齢者支援課 電話番号 04-7150-6080 
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4 実地指導等について 

4-1 流山市の実地指導について 
○実地指導を実施するにあたって、事前提出書類を求めています。 
○事前提出書類の一覧は、実地指導を実施するにあたって発送する通知に同封します。 
○基本的に、提出、確認させていただく書類に、改めて新規に作成する書類はありません。 
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4-２ 今年度の指導事例（抜粋） 

（１）人員基準 

 対象 指 導 内 容 

１ 全般 【従業者の兼務関係について】 

・兼務可とされている職種以外の職種と兼務されている。 

（２）運営基準 

 対象 指 導 内 容 

１ 全般 【重要事項説明書】 

記載すべき事項に不足がある。 

（記載すべき事項：例） 

①運営規程の概要 

②勤務体制 

③秘密の保持（居宅介護支援、介護予防支援のみ） 

④事故発生時の対応 

⑤苦情処理の体制 

 ※苦情の連絡窓口（事業所、行政、国保連）のみ記載している事例が多いが、新規

指定時に作成する「利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要」の内

容を記載していただきたい。 

⑥提供するサービスの第三者評価（※１）の実施状況（実施の有無、実施した直近の年

月日、実施した評価機関の名称、評価結果の開示状況）（地域密着型事業所のみ） 

※１ 社会福祉法第 78条第 1項を根拠とする、サービスの質の向上、利用者による

適切なサービス選択を目的とした、実施、公表任意の評価です。平成 30 年度 4月

より記載が義務付けられました。 

２ 全般 【運営規程】 

記載すべき事項に不足がある。 

（記載すべき事項：下記は例、事業種別ごとに若干異なります。） 

①事業の目的及び運営の方針 

②従業者の職種、員数及び職務の内容 

③営業日及び営業時間 

④利用定員 

⑤サービスの内容及び利用料その他の費用の額 

⑥通常の事業の実施地域 

⑦サービス利用に当たっての留意事項 

⑧緊急時等における対応方法 

⑨非常災害対策 

⑩その他運営に関する重要事項 

３ 全般 【個人情報使用の同意書】 

利用者家族の個人情報を利用する場合は、家族から同意を得ること。 
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４ 全般 【掲示】 

・重説の項目、利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要、指定通知書等を

事業所の入り口等、見やすい場所に掲示すること。 

（重説本体である必要はない。） 

５ 地域密着 【運営推進会議】 

記録を公表すること。 

公表方法例：事業所に掲示。ＨＰに掲載。 

６ 地域密着 

総合事業 

【サービス担当者会議の要点の記録】 

・サービス担当者会議を通じて利用者の心身の状況等の把握に努めなければならない。 

７ 小多機 

看多機 

GH 

【協定書】 

夜間救急対応のための、介護保険施設・病院等との連携及び支援体制を整えること。 

８ 居宅 【個別サービス計画書の提出】 

ケアプランに位置付けられたサービス提供事業所に、個別サービス計画の提出を求める

こと。 

９ 居宅 【サービス担当者会議】 

・やむを得ず欠席する事業所には、照会等で意見を求めること。（原則、居宅介護サービ

ス計画に関わるすべての事業所の意見を求める。変更等に直接関係ないサービス提供

事業所へ意見照会をしていない事例が見受けられます。） 

10 居宅 【運営規程】 

記載すべき事項に不足がある。 

（記載すべき事項） 

・事業の目的及び運営の方針 

・職員の職種、員数及び職務内容 

・営業日及び営業時間 

・サービス提供方法、内容及び利用料その他の費用の額 

 ※相談受付場所、課題分析手順等を記載する必要がある。 

・通常の事業の実施地域 

・その他運営に関する重要事項 

11 居宅 【ケアプランの変更】 

変更に際しては、利用者の同意を得てから変更後のサービスを提供すること。 

 

（３）報酬等 

 対象 指 導 内 容 

１ 全般 【介護職員処遇改善加算】 

加算の対象者は、介護職員に限ること。 

２ 全般 【加算に関する事務処理手順例や様式例について】 

事務処理手順や様式が厚生労働省通知で例示されている場合はその内容も具備すること。 

３ 居宅 【運営基準減算】 

ケアプラン変更の際は、アセスメントを含む一連のケアマネジメントプロセスを実施すること。 
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４ 居宅 【特定事業所加算：定期的な会議について】 

会議は次の要件を満たすものでなければならない。 

（ア）議題には少なくとも次の内容を含める。 

a）現に抱える処遇困難ケースについての具体的な処遇方針 

b）過去に取り扱ったケースについての問題点・改善方法 

c）地域における事業者や活用できる社会資源の状況 

d）保健医療及び福祉に関する諸制度 

e）ケアマネジメントに関する技術 

f）利用者から苦情があった場合は、その内容・改善方針 

g）その他必要な事項 

（イ）議事については記録を作成し、２年間保存。 

（ウ）「定期的」とは、おおむね週１回以上。 

５ 居宅 【特定事業所加算：介護支援専門員に対して計画的に研修を実施について】 

a）ケアマネ資質向上のための研修体系と研修実施のための勤務体制の確保に努める。 

b）個別具体的な研修の目標、内容、期間、時期等についての計画は次年度前までに定め

る。 

c）管理者は研修目標の達成状況について適宜確認し、必要に応じて改善措置を講じる。 

６ 居宅 【特定事業所加算：他法人が運営する指定居宅介護支援事業者と共同で事例検討会、研修

会等を実施】 

a）同一法人内に留まらず、他の法人が運営する事業所の職員も参画した事例検討会等の取

組を、自ら率先して実施。 

b）事例検討会等の内容、実施時期、共同で実施する他事業所等については、毎年度少なく

とも年度内に次年度の計画を策定。 

７ 
居宅 【特定事業所集中減算】 

・特定事業所集中減算算定表を作成し、２年間保存すること。 

・対象サービスは指定訪問介護、指定通所介護、指定福祉用具貸与又は指定地域密着型

通所介護です。 

・すべての居宅介護支援事業者は、次に掲げる事項を記載した書類を作成し、算定の結果

80％を超えた場合については当該書類を市町村長に提出しなければならない。なお、80％を

超えなかった場合についても、当該書類は、各事業所において２年間保存しなければならな

い。 

① 判定期間における居宅サービス計画の総数 

② 訪問介護サービス等のそれぞれが位置付けられた居宅サービス計画数 

③ 訪問介護サービス等のそれぞれの紹介率最高法人が位置付けられた居宅サービス計画

数並びに紹介率最高法人の名称、住所、事業所名及び代表者名 

④ 紹介率最高法人の割合 

⑤ ④が 80％を超えている場合であって正当な理由がある場合においては、その正当な理

由 

 


